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金属労協（IMF-JC）は第50回定期大会を2011年９月６日にパンパシフィック横浜ベイホテル東急で開催し、
2011-12年度運動方針を補強する2012年度活動方針を中心に審議・決定します。

Ⅰ．報告事項：（１）一般経過報告
　　　　　　　（２）闘争経過報告
　　　　　　　（３）2011年度会計決算報告
　　　　　　　（４）2011年度会計監査報告
Ⅱ．審議事項：（１）2012年度活動方針の件
　　　　　　　（２）2011年度一般会計剰余金処分の件
　　　　　　　（３）2012年度会計予算の件
　　　　　　　（４）役員の一部改選の件

特 別 講 演 ：「危機の経営－国内ものづくり生産基盤の生きる道－」
　　　　　　　東京大学大学院経済学研究科
　　　　　　　ものづくり経営研究センター特任研究員
　　　　　　　元・韓国サムスン電子常務　 吉川　良三 氏

日  時

金属労協 第50回定期大会

2011年９月６日（火） 10：00～16：30

パンパシフィック横浜ベイホテル東急
地下２階「クイーンズグランドボールルーム」
横浜市西区みなとみらい2-3-7
TEL 045-682-2222
※みなとみらい線「みなとみらい駅」から徒歩約1分
JR根岸線、横浜市営地下鉄「桜木町駅」から徒歩
約10分

場  所

議　事

2012年度活動方針（案）2012年度活動方針（案）2012年度活動方針（案）
第50回定期大会議案特集

～確かな雇用、確かな未来～

金属
労協
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　日本を襲った観測史上最大のマグニチュード9.0に達する巨
大地震とそれに続く津波、そして原発事故という東日本大震災
は、千年に一度といわれる未曾有の大災害となりました。金属
労協の多くの組合員・ご家族も尊い命を奪われました。また金
属産業では、多くの工場が地震と津波の直撃を受けただけでな
く、電力供給不足により３月中に計画停電が行われたため、東
北・関東の全域で生産活動が滞ることとなりました。これらによ
り、ものづくりのサプライチェーンが寸断され、全国的規模で工
場の操業短縮・操業停止に追い込まれるとともに、日本から重
要な素材・部品がグローバルに供給されているため、国内のみ
ならず世界のものづくり現場にも混乱を与えました。
　被災地の迅速な復旧・復興を図り、日本の成長力を取り戻し、
日本再生を図っていくためには、わが国の基幹産業たる金属産
業が牽引していかなければなりません。金属労協は、ＴＰＰを
はじめとするものづくり事業環境の一層の改善や、太陽光、風
力、新バイオといった再生可能エネルギー、省エネ、防災、医療、
介護、社会インフラなど今後の成長分野の研究開発、普及、輸
出の促進に向けて、全力で取り組みを進めていきます。
　あわせて、震災後の混乱の中においても、雇用の維持・創出、
賃金・労働条件の確保を図るべく、労働組合としての責任を果
たしていくとともに、ものづくり人材の確保・育成によって、「現
場」に根差した日本の金属産業の「強み」を一層強化していく
ため、「良質な雇用」を追求し、基幹産業にふさわしい賃金・労
働条件をめざしていきます。

　われわれはいま、被災地の復旧・復興という大きな試練に立
ち向かっていますが、金属産業は様々な素材、部品、機械を供
給し、被災地の復旧・復興の礎となる産業です。国内金属産業
は、回復過程にありますが、一刻も早く、フル生産体制を回復
し、復旧・復興を担う製品を全力で供給していかなくてはなり
ません。
　また震災により、日本企業のみならず世界の金属産業の生産
活動において、日本企業が生産する最先端、高品質、高機能の
素材・部品が、欠くことのできない役割を果たしており、日本が
サプライチェーンの要となっていることが、改めて確認されたと

言えます。
　わが国経済はようやくリーマンショック以降の不況を乗り越
え、金属産業においても、グローバルな事業展開における国内
生産拠点の重要性が再認識されるようになってきていました。
政府としても、2010年６月に策定した新成長戦略の実行、ＴＰ
Ｐ（環太平洋パートナーシップ協定）への参加検討、法人税減
税など、国内生産拠点を保持し、強化するために有効な政策を
推進しようとしていましたが、そうした矢先に東日本大震災に
見舞われることとなりました。
　大震災の被害発生以前から、日本は超少子高齢化と政府債
務の膨張という、成長力を阻害しかねない要因を抱えており、
また円高、デフレ、自由貿易協定締結の遅れ、法人税の高さな
どが、ものづくり産業の持続的成長の足かせとなっていました。
震災以降は、電力供給不足、放射能汚染の風評被害、リスク回
避のための部品調達分散化の動きなども加わり、日本の金属産
業は、さらに厳しい立場に追い込まれつつあります。
　国内生産の立て直しが遅れれば、海外顧客の日本離れを招く
ことになりかねません。また日本企業自体も、産業活動に対する
様々な阻害要因が山積する状況では、海外への生産拠点展開
を加速する企業が多くなってくることも懸念されます。

　加えて、国際労働運動にも大きな変革の波が起こっています。
国境を越えた産業別労働組合の統合から、さらに国際産業別組
織（ＧＵＦ）の統合も前進しつつあります。われわれの国際金属
労連（ＩＭＦ）と、化学・エネルギー・鉱山産業を中心とした国
際化学エネルギー鉱山労連（ＩＣＥＭ）、繊維産業を中心とした
国際繊維被服皮革労働組合同盟（ＩＴＧＬＷＦ）の３組織が統
合することで、より強力なグローバル製造労働者組織を設立し
ようというものです。この動きは、将来のＩＭＦ－ＪＣの組織の
あり方にも大きな影響を与えるものとなっています。
　より強力な国際労働運動の組織構築と合わせて、加盟費等の
財政問題や、意思決定機関のあり方、産業部会の強化など、合
意形成に向けて新ＧＵＦの中核組織としての責任と役割を果た
していきます。

１ ■  基本的な考え方

２ ■  金属労働運動をとりまく環境（本文省略）
３ ■  「2011～2012年度運動方針」の補強（本文省略）
４ ■  金属労働運動の強化と組織運営のあり方について
　2011～12年度運動方針に基づき設置された組織運営検討委
員会において、金属労協の組織運営のあり方について、さらに

検討を深めていきます。（以下省略）

運動推進にあたっての基本的な考え方Ⅰ
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１ ■  金属産業にふさわしい労働条件の確立

具体的な運動の取り組みⅡ

　2011年闘争は、わが国経済がリーマンショックからようやく立
ち直り、景気回復過程に入るとともに、企業業績も組合員の懸
命な努力によって着実な改善を見せる中での取り組みとなりま
したが、集中回答日（３月16日）直前に東日本大震災が発生、救
援体制の確立を最優先とする状況での回答引き出しとなりまし
た。戦術委員会の確認に基づき、産別の判断で回答日をずらし
たところもありますが、全体としてはおおむね前年と同ペースで
の回答引き出しとなっており、賃金構造維持分の確保、賃金改
善分の獲得、一時金の獲得水準および最低獲得水準（年間４カ
月分以上）の確保などにおいて、前年を上回る成果を引き出し
ました。企業内最低賃金協定についても、大きな成果を得ると
ころとなっています。
　東日本大震災によって経済情勢は激変しており、かつ今後の
情勢についても、従来以上に予測が難しい状況となっています。
引き続き勤労者への適正な配分と、金属産業に相応しい労働条
件を追求しつつ、2012年闘争に関しては、経済動向、産業・企
業の状況などをこれまで以上に注視し、精査した上で、取り組
んでいくこととします。
　いずれにしても、人材の確保、労働環境改善への投資など、
今後とも金属産業が日本経済を支え続けるために必要な投資
は、間断なく着実に進めなければなりません。闘争方針の検討
にあたっては「魅力ある労働条件の構築と競争力強化の好循
環」との賃金改善の考え方を堅持しつつ、金属産業の賃金の全
体的な底上げや格差解消に向けた取り組みを強化していきます。
　金属労協が担う社会的責任、すなわち、金属産業のみならず、
わが国に働く全ての勤労者への波及効果をいかにして形成し
ていくべきかを念頭に、取り組みの効率化を図りつつ、共闘効
果を高めるよう取り組むこととします。

（１）生活水準の向上に向けた取り組み
①賃金・一時金の取り組み
　2011年闘争では、賃金・労働諸条件の課題とともに、産別
レベル・個別企業レベルの各労使において、金属産業の国
内生産基盤と雇用の維持、そのための国際競争力強化につ
いて、真摯な論議が行われました。日本の成長力を取り戻し、
日本再生を図っていくためには、わが国の基幹産業たる金属
産業が牽引していくことが不可欠です。震災を契機に、国内
生産基盤の海外移転が加速することが懸念されるところと
なっていますが、サプライチェーン全体が日本の金属産業の
強みであることを再認識し、日本の強みに更に磨きをかける
取り組みが求められています。
　2012年闘争では、「魅力ある労働条件の構築と競争力強化
の好循環」をつくりあげることを大前提として、それを支える
「人への投資」として、勤労者への適正な配分と日本の基幹
産業である金属産業の位置づけにふさわしい賃金水準をめ

ざすことを基本に、経済動向、生産水準、雇用情勢、物価動
向、産業・企業業績、産業間・企業間の状況の相違などをこ
れまで以上に注視し、精査した上で、取り組んでいくことと
します。
　また、2011年闘争では、中堅・中小労組を中心に前年を上
回る組合が賃金改善を獲得し、賃金格差是正を前進させま
した。2007年闘争より、「中堅・中小登録組合」の要求内容・
交渉結果を公表し、中堅・中小労組を中心とした賃金の底上
げ・格差改善の取り組みを支援してきましたが、2012年闘争
においてもこの取り組みを継続し、効果的波及と社会的影響
力を与え得る共闘を構築していきます。
　一時金の要求水準は基準内賃金の年間５カ月分を基本と
し、生計費の固定的支出として必要な年間４カ月分を最低獲
得水準に位置づけて取り組んできました。2011年闘争では、
業績回復を反映して、多くの組合で前年実績を上回り、最低
獲得水準４カ月を下回る組合も大幅に減少することができま
した。2012年闘争においても、これまで堅持してきた年間５カ
月分を要求の基本として、最低獲得水準として年間４カ月分
の確保に取り組みます。
②大くくり職種別賃金水準の形成に向けた取り組み
　金属労協がめざす、個別銘柄別の賃金水準を重視した
「大くくり職種別賃金水準の形成」は、公的データによる他
産業との賃金比較や賃金実態データの把握・分析によって、
金属産業にふさわしい賃金水準の実現をめざすものです。金
属労協では、基幹的労働者の「あるべき水準」を明示して取
り組むこととしていますが、個別銘柄別の賃金水準を重視し
た取り組みを継続していきます。その取り組みの一つとして、
金属産業の賃金実態把握による「大くくり職種別・規模別に
賃金実態を明らかにした比較指標」を充実させていきます。
③ＪＣミニマム運動の強化
　ＪＣミニマム運動では金属産業で働くすべての労働者の賃
金の底上げをめざし、①企業内最低賃金協定の締結拡大と
水準の向上、②特定（産業別）最低賃金の引き上げ、③ＪＣ
ミニマム（35歳）21万円、の３つを柱に取り組んでいます。
　企業内最低賃金協定は、早期に高卒初任給に準拠する水
準での全組合での協定締結をめざすとともに、春季生活闘
争時に賃金と同時に回答を引き出すことによる共闘効果の発
揮をめざします。また、特定（産業別）最低賃金の持つセー
フティネットとしての役割や労働組合として社会的責任を踏
まえ、非正規労働者の賃金の底上げを図るため、特定（産業
別）最低賃金の金額改正に向けた取り組みを強化します。

（２）働く環境と働き方の改善に向けた取り組み
①ワーク・ライフ・バランスの実現に向けた取り組み
　長時間労働の是正は、ワーク・ライフ・バランスの実現のみ
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ならず、過重労働による過労死等の予防やメンタルヘルス対
策の観点からも重要です。雇用の維持･創出の観点も含め労働
時間管理の徹底を図るとともに、年次有給休暇の付与日数増・
取得促進、長期休暇制度の導入など、年間総実労働時間を短
縮するための実効ある施策について取り組むこととします。
　2010年４月に改正労働基準法が施行されました。法律改
正を受けて各組合は、2009年秋以降、取り組みを進めてきま
したが、引き続き産別指導のもとに、猶予措置対象となって
いる組合を含めて先行する組合の水準に到達するよう取り組
むこととします。
　仕事と家庭の両立支援策の充実を図るため、勤労者の
ニーズに合った働き方の選択肢を拡大するとともに、そうした
制度を利用しやすい環境整備に取り組むこととします。この
ため、改正育児・介護休業法に基づく制度については、すべ
ての組合員が制度の対象となるよう制度の充実を図るととも
に、活用促進に取り組むこととします。また、次世代育成支援
対策法に基づく「行動計画」の策定およびそのフォローへの
参画など、労使協議の充実などを含め取り組みを強化します。
②60歳以降の就労確保
　2013年４月から65歳までの公的年金が段階的にゼロになる
ことを踏まえれば、2013年３月末までに、希望者全員の安定
雇用を確保し、労働の価値にふさわしく、かつ生活を維持す
ることのできる賃金を確保できる就労制度を確立することが
必要です。60歳以降の就労者の働きがいのある安定した雇
用を確保するため、60歳以降の就労制度の一層の改善に取り
組むこととします。
③その他の労働条件向上の取り組み
　労働諸条件改善の取り組みにおいても、60歳以降の就労
確保など共通の課題については、先行する組合の情報を共

有するなど緊密な連携を図り、ＪＣ共闘の効果を高めるよう
に取り組むこととします。
　2010年闘争で金属労協として労働災害による死亡ならび
に障害等級１～３級の労災付加補償水準を3,400万円以上と
し、通勤途上災害についても労災に準じて取り扱う方針とし
ました。金属労協全体を、これまでの取り組みによりこの水
準に到達した産別と同等水準に早期に引き上げるよう取り組
むこととします。また、労災付加補償の水準の根拠や、障害
等級４級以下の水準のあり方を整理するとともに、通勤途上
災害の補償の引き上げについても検討を進めることとします。

（３）非正規労働者の労働条件向上への取り組み
　非正規労働者の公正処遇の確立に取り組むことは、労働組
合が果たすべき重要な社会的責務です。また、非正規労働者の
労働条件の改善は、職場の一体感、活力を高めるとともに、産
業・企業の魅力を高めることにもつながります。正社員との均
等・均衡待遇確立に向けた環境整備に取り組みます。
　具体的には、非正規労働者の採用・受け入れに際して、仕事
内容や期間などの確認を行うなど、労使協議を充実させ、総合
的な労働条件の改善をめざすとともに、直接雇用の非正規労働
者に対する社員と同等の労災・通災付加補償の適用、企業内最
低賃金の適用による公正処遇の確立など労働条件の引き上げ
に取り組みます。

（４）震災によって生じた勤務体制変更等への対応
　震災復旧への対応や節電策の実施などによって、勤務体制
の変更が行われ、あるいは所定外労働時間増となっている場合
もあるものと思われることから、労働組合としてのチェック活動
を一層強化し、必要な対応を図っていきます。

　金属労協では、2010年４月に「2010～2011年政策・制度課
題」を策定し、
＊民間産業に働く者
＊わが国の基幹産業たるものづくり産業に働く者
＊なかでも、その中心たる金属産業に働く者
の観点に立って、
①ものづくりを中核に据えた国づくり
②世界最先端の地球環境対応
③「良質な雇用」の追求

を３つの柱として、46項目にわたる政策・制度課題についての
考え方を整理し、その実現に向け取り組んできました。こうした
中で、政府の「新成長戦略」の策定（2010年６月）、各府省にお
ける「行政事業レビューシート」の公表、ＴＰＰへの参加検討
など、金属労協の考え方の方向で進展も見られるところとなっ
ていました。
　しかしながら、東日本大震災の勃発により、電力供給は不足
し、法人税減税は中止され、ＴＰＰの参加判断は先送り、財政
再建には着手できない状況となっています。このままでは、海
外顧客の日本離れ、生産拠点の海外展開の加速化、それらによ

る国内生産拠点と国内雇用の喪失がきわめて懸念されるところ
となっており、被災地の復興に障害となるだけでなく、わが国の
成長力が大きく損なわれることになりかねません。
　われわれは熾烈な国際競争の真只中で、日本の金属産業が、
引き続き世界市場をリードし、グローバルなサプライチェーンの
要としての役割を果たしていくための政策・制度、産業政策の
取り組みを行っていきます。

（１）民間・ものづくり・金属としての政策・制度課題
　　　実現の取り組み
　わが国ものづくり産業の復活による日本再生に向け、「金属
労協2010～2011年政策・制度課題」に基づき、円高の是正、早
急なＴＰＰ参加やＦＴＡ締結など、ものづくり事業環境の一層
の改善、海外に対するインフラ輸出の振興、太陽光、風力、新
バイオといった再生可能エネルギーをはじめとする環境製品・
環境技術の研究開発、普及、輸出促進などに向けた取り組み
を一層強化していきます。加えて、東日本大震災からの迅速な
復旧・復興を図るため、ものづくり・金属として、求めるべき政
策・制度課題に取り組んでいきます。

２ ■  民間・ものづくり・金属としての政策実現に向けた取り組み
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３ ■  グローバルな環境変化に対応した国際労働運動の推進

　また金属産業にとって、電力の安定供給は不可欠ですが、東
日本大震災に伴う電力供給不足、およびＣＯ２発生量の増大と
いった事態が生じています。電力供給体制や原子力政策のあり
方などエネルギー政策、環境政策について、わが国としてのエ
ネルギー安全保障のあり方、地球環境問題への対応なども含め、
金属労協としての検討を行っていきます。各社ごとに夏期に出
退勤時刻を早める動きが出てきていますが、節電効果を一層高
め、また家庭生活、社会生活への影響を軽微にするため、日本
全体としてのサマータイム制度導入をめざしていきます。
　さらに、ＴＰＰへの早期参加に向け取り組みを強化するとと
もに、ＴＰＰで交渉が行われている24作業部会の動向、とりわ
けＴＰＰに盛り込まれている中核的労働基準遵守の実効性確保
の方策などについて、注視していきます。
　金属産業の雇用情勢を注視し、必要な場合は、雇用維持・安
定に向け、迅速に対応していきます。
　「金属労協2010～2011年政策・制度課題」の実現状況を精査
しつつ、東日本大震災からの復興、わが国経済の再生を図るべく、
新しい「政策・制度課題」を作成し、実現に向け取り組みます。

（２）世界市場をリードする金属産業のための産業政策
　国の仕組みを改革する政策・制度の取り組みとともに、金属
産業内で労働組合として、あるいは経営側への働きかけを通じ
て、課題解決に向けた積極的な行動を展開していく必要があり
ます。
　グローバル経済におけるわが国金属産業の「強み」を維持し
ていくため、金属労協として、
＊長期的な観点に立った経営
＊人材（人的資産）重視、チームワーク重視の経営
＊グローバル経済を生き抜く独創性追求の経営
を促進する取り組みを進めます。具体的には、日本国内に金属
産業の生産拠点と雇用を引き続き保持していくための総合的な

戦略について、政策委員会を中心に検討を深めていくとともに、
2010年末に発行された組織の社会的責任規格ＩＳＯ26000や、
国際会計基準ＩＦＲＳに関する対応などに取り組んでいきます。
　また、若者のものづくり離れと熟練技術・技能者の高齢化に
より、技術・技能の継承・育成がきわめて困難な状況に陥って
いることから、ものづくり産業が就職先として認識されるよう、
ものづくり産業の意義、魅力を子どもたちや若者に伝えるととも
に、ものづくり産業において、正社員としての若者人材確保を
図る取り組みを強化します。
　さらに、金属産業は、24時間連操や昼夜２交替などの交替職
場を持ち、また男性の多い職場でもあることから、男女が家庭
と仕事の両立をともに実現するための活動をより積極的に進め
ていきます。産別・単組の取り組みや女性連絡会議などの場を
通じて、家庭と仕事の両立できる働く環境づくりを進めます。

（３）地方におけるものづくりや政策・制度取り組みの充実
　金属労協の「政策・制度課題」の中には、地方が密接に関わ
り、地方が主軸となって展開すべきものも多く含まれています。
金属労協では、地方ブロックと地方連合金属部門連絡会とが連
携し、地方連合の政策において、「民間・ものづくり・金属」の
立場からの主張が反映されるよう、「地方における政策・制度
課題」の取り組みを進めます。2011年３月策定の「地方におけ
る政策・制度課題2011」では、①東日本大震災の被災地域の復
旧・復興への全面的協力、②安全と環境を追求した地域づくり、
③ＴＰＰ参加の必要性の浸透、④正社員としての雇用促進、地
元企業での人材確保、⑤工業高校などものづくり教育の充実、
⑥外国人技能実習制度の適正な推進、⑦小学校における保育
所の併設、学童保育などの拡充、⑧民間の活力、創意・工夫を
活用した地域活性化などを掲げており、その実現に向けた取り
組みを促進します。また金属の地方組織による、「ものづくり教
室」の一層の拡大を図ります。
 

　ますます熾烈になるグローバル大競争の中で、置き去りにさ
れがちなのが労働者の権利です。世界中の労働者の権利を擁
護し、公正なグローバル社会・経済を確立していくために労働
組合の役割はますます重要になっています。
　「日系多国籍企業各社が世界各国で健全な労使関係を構築
することへの母国労組の立場からの貢献」は各国労組が日本の
労組に期待する最大のポイントと言えます。そうした期待に応
え、課された役割を果たしていくためには、ＩＭＦ－ＪＣや産別
組織だけではなく、日本の各企業別組合がその活動の視野をグ
ローバルに広げ、当該企業の海外事業体の労使関係に目を配る
ことが必要となります。また、そのための人材育成、組織能力向
上も急務です。
　2009年のＩＭＦ世界大会で採択された「アクションプログラ
ム2009-2013」は具体的な実施段階に入っていますが、「多国籍
企業別労働組合ネットワークの構築」はその最重要項目として
注目されています。その目的とするところは「多国籍企業と労
働組合のカウンターバランスの確保」にあり、企業別に労働組

合がグローバルなネットワークを構築することを推進していま
す。こうしたネットワークはすでに多くの多国籍企業で構築さ
れつつあり、いくつかの日系多国籍企業でもすでにこうしたネッ
トワークを構築・運営し成果を挙げている事例もあります。また、
欧米多国籍企業の労組ネットワークに日本の労組が参画してい
る事例もあります。
　ＩＭＦ－ＪＣでは、海外に１カ所でも事業拠点を有している企
業についてはネットワークを展開すべきと考えています。まずは
海外事業所の労組と日本の単組のパイプ作りから始め、いくつ
かの海外労組の参画を得てネットワークに発展させることを現
実的なシナリオとして考えています。この活動を通じて、日系企
業の海外拠点の労使関係の健全化に寄与すべく、鋭意ＪＣ全
体の運動として取り組みを進めていきます。
　経済発展と企業収益の拡大が続くアジア地域では労働者へ
の成果配分を巡る労使交渉が決裂し、紛争に至る事例が多く
発生しています。そうした中、話し合いで課題を解決していけ
る、建設的な労使関係の構築が急務となっており、ＩＭＦ－ＪＣ
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への役割期待も高まっています。
　これまで、ＩＭＦ－ＪＣは日系多国籍企業の労使紛争を未然
に防止し、現地労使の健全な労使関係を構築するために、日本
の親企業労使を対象に「労使紛争未然防止セミナー」を８回実
施してきました。こうした取り組みに加え、2010年、2011年には
インドネシアで、日系企業現地労使を対象に同様の趣旨でセミ
ナーを開催しました。日本の労使を対象としたセミナーの継続
実施に加え、こうした現地労使を対象にしたセミナーも継続開
催し、建設的な労使関係の構築に向けた取り組みをさらに強化
していきます。また、昨年労働争議が多発した中国の動向も注
視し、必要に応じて対応していきます。
　加えて、日系企業が多数進出し、日本の労組の役割への期待
が大きいアジア太平洋地域の労組を対象にした「アジア金属労
組連絡会議」を引き続き開催し、当該地域におけるＩＭＦ活動
の補完と連帯促進を図っていきます。
　一方、ＧＵＦの統合問題については、ＪＣ加盟組織はもちろ
ん、アジアの金属労働者の立場も踏まえながらＩＭＦ加盟組織
がメリットを享受できる新組織の設立をめざして、議論の詰め
を行っていきます。

（１）日系多国籍企業の健全な労使関係構築に向けた取り組み
①ＴＮＣネットワークの構築
　これまで、日系多国籍企業（以下、ＴＮＣ）別のネットワー
ク構築に向けて、ＪＣ加盟5産別の大手労組を中心に各単組
の国際活動の現状把握を進め、現状よりも全体として前に進
めることを基本に進め方を検討してきました。
　すべての日系ＴＮＣでネットワークを構築することが最終
目標となりますが、本年はまず加盟５産別それぞれで対象労
組を決定し、海外労組と日本の単組の個別のパイプ作りや、
海外労組と日本の単組が一堂に会するネットワーク会議の実
施などの具体的取り組みを進めていきます。
　また、外国系多国籍企業ネットワークへのＪＣ加盟労組の
参加についても、引き続きその活動をサポート・フォローしつ
つＪＣ全体に知見をフィードバックしていきます。

＊ＴＮＣ：Transnational Corporations（多国籍企業）
②国際労働研修プログラムの推進
　毎回対象国を変え（第１回：タイ・マレーシア／第２回：
フィリピン／第３回：インドネシア／第４回：ベトナム／第５
回：タイ）、在外日本大使館、日系企業商工会議所、現地各
労組との意見交換等を盛り込んだこのプログラムは、「国際
労働運動を各産別、各単組で担える人材の養成」だけでなく、
日系各社の現地労組と日本の当該労組との関係構築にも寄
与しています。
　本年度は、２０１１年秋に第６回プログラムを実施すべく対
象国の選定等企画を進めるとともに、研修後の実務への実践
にも力を入れて取り組みます。
③国内外における日系企業労使セミナーの企画・実施
　日系企業労使紛争未然防止セミナーを過去８回、日本の労
使を対象に実施してきましたが、これまでの評価を勘案しな
がら更に内容の充実を図り実施していきます。
　2011年6月には、前年に引き続きインドネシアの日系企業労

使を対象に「健全な労使関係構築に向けた労使ワークショッ
プ」をＩＭＦ－ＪＣが主催し、現地日本人経営者、ローカルマ
ネージャーおよび現地労組リーダー約100名の参加を得て実
施しました。成熟した労使関係構築に向けた第一歩としての
評価は高く、今後のこうした枠組みの定着、継続に向け、こ
の取り組みを継続実施します。インドネシアの実施結果を踏
まえ、他国での同様の仕掛けもあわせて検討します。

（２）国際連帯活動の推進
①ＩＭＦ諸会議への対応
　ＩＭＦ執行委員会等をはじめとする機関会議、地域会議、
各産業別会議、各ワーキンググループについては、ＪＣへの
内外の役割期待や参加の必要性を踏まえ、積極的に参画し
ていきます。ＪＣの主張を正しく伝え、最大限ＩＭＦの意思決
定にＪＣの見解を反映させるとともに、各種会議結果をＪＣ
加盟組織で共有し活動への折り込みを図ります。
②アジア金属労組連絡会議の開催
　ＩＭＦはアジア地域の活動も重視しておりますが、当該地
域の発展のスピードや変化への対応に十分なものとは言えま
せん。そこでＩＭＦ－ＪＣは「ＩＭＦ活動のアジア太平洋地域
での補完と活性化」のため、当該地域の労組リーダーの参加
による「アジア金属労組連絡会議」を過去４回にわたり開催
してきました。
　今期もこの会議を引き続き主催し、アジア各国労組の一層
の連帯促進、産業政策の強化等、各国労組の活動強化に貢
献していきます。
③欧州労組との２国間交流の実施
　独ＩＧメタル、北欧産業労連との定期協議は３年ごとに開
催していますが、2012年度は両組織との協議該当年となって
おり、実施に向けて両組織との調整を行います。ともにもの
づくりに強みを持ち、労使の社会対話の枠組みも確立してお
り、ＪＣとも考えを共有できる面も多いことから今後も関係を
重視していきます。
④東アジアにおける２国間交流の実施
　中国金属工会と韓国金属労組とはそれぞれ毎年交流を
行っており、相互理解を深め、運動について学びあってきまし
た。両国ともに意思疎通における言語の問題があることや、環
境変化の速さ、日中韓の結びつきの重要性も踏まえると、毎年
顔を合わせての意見交換の機会は不可欠となっています。
　韓国については、従来ＦＫＭＴＵ、ＫＭＷＵ両組織との協
議を行ってきましたが、ここ３年はＦＫＭＴＵとの交流に止
まっています。従来の三者での交流に戻す努力も継続しなが
ら、今期の日韓交流を進めます。
　中国については、日系企業での労使紛争とその対応にも焦
点を当てた意見交換を検討します。

（３）ＩＭＦ－ＪＣの国際機能のさらなる強化
①ＩＭＦ－ＪＣのデータバンク機能・コンサルティング機能の強化
　これまでのＩＭＦ諸活動や各国との連帯活動を通じて得ら
れ、蓄積してきた各国の労働運動状況と課題などの情報や、
労使紛争事例等を常時アップデートし、セミナー等での報告、
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ホームページへの掲載などによる情報提供に加え、加盟組織
からの個別問い合わせにも対応していきます。
　また、海外で日系企業の労使紛争が発生した場合には、早
期解決に向け海外労組や日本の産別、企業連、単組と連携し
て問題解決を進めるなど、加盟組合の活動を適切にサポート
します。
　さらには、加盟組織と海外労組との交流等の企画実施、各
産別や単組でのセミナー実施に際しての講師派遣等、各加
盟組織の国際活動推進のための支援を提供します。
②製造業３ＧＵＦの統合議論への参画
　ＩＭＦでは、ＩＭＦ、ＩＣＥＭ、ＩＴＧＬＷＦの三者統合によ
る製造ＧＵＦの設立に向けた議論が進められています。これ
に向け、ＩＭＦ－ＪＣとしても誤りのない意思決定が行われる
よう、議論に参画していきます。
　加えて日本においては、ＩＭＦ－ＪＣとＩＣＥＭ－ＪＡＦが
各ＧＵＦ日本協議会として加盟産別活動のプラットフォーム
としての役割を果たしています。また、ＴＷＡＲＯはＩＴＧＬ
ＷＦのアジア太平洋地域本部の機能を担っています。３ＧＵ
Ｆのグローバルな統合の可能性を踏まえ、国内での最適な協
力関係も引き続き検討します。
③連合および他ＧＵＦとの連携の促進
　労働組合組織のグローバル戦略として、ＩＴＵＣと各ＧＵ
Ｆ間をはじめとしたグローバルユニオンとしての協力関係が
強化されてきました。こうした流れを受け、国内でもディーセ

ントワーク世界行動デーの共同開催、メキシコキャンペーン
対応、各ＧＵＦの日本事務所との綿密な情報交換等、連合や
各ＧＵＦ日本組織と連携した取り組みを進めてきました。
　今期も引き続き、連合や他ＧＵＦ国内組織とも必要に応じ
て連携が図れるよう、常日頃から情報交換を行い協力関係の
強化に努めていきます。

（４）国際会議等への女性参画の強化
　ＩＭＦの推進する女性活動窓口として設置した「女性連絡
会議」を通じ、ＩＭＦ諸会議で日本の立場でしっかり主張がで
きる人材の継続的育成、加盟組織間の情報交換を図ってきまし
た。2011年度はＩＭＦアジア太平洋地域会議（2011年５月、シド
ニー）に向けた対応準備調整等を行い、一定の成果を挙げるこ
とができました。
　今期も引き続き国際活動への窓口機能としての対応を行って
いきますが、2011年12月のＩＭＦ中央委員会前に行われる女性
会議対応が当面の課題となります。
　また、金属労協の諸活動への女性参画について検討のうえ
2010年度に策定した「女性参画中期目標・行動計画」に沿った
活動を引き続き推進していきます。
　産別の枠を超えた女性役員の情報・意見交換、研鑽の場を
提供し、ＪＣの諸活動に対する女性の参画を促進するため過去
２回にわたって実施してきた「女性交流集会」を今期も引き続
き開催します。

　運動面では民間・ものづくり・金属としての役割分担をさらに
追求する中で、効率的な財政執行に努めるとともに、連合と各
産別との役割分担を含めた金属運動の改革、実践を踏まえた予
算のあり方や財政の見直しを実施し、事務局体制の再編も含め
て、中長期的な金属労働運動の果たす役割論議に沿った効率的
な運動の構築を図っていきます。とくに大産別としての金属労協
が果たす役割と機能強化については、国際労働運動を中心にし
た組織運営という考え方に沿って、ＪＣ共闘、政策提言のあり方
など、そのあるべき姿について、引き続き検討をしていきます。
　連合の部門運営については、中央レベルでの連合金属部門
連絡会を充実するとともに、地方連合内に設置された金属部門
連絡会を母体に地方レベルにおいても民間・金属としての運動
確立をめざし、部門運営の強化を図っていきます。2011年度に
沖縄を除く46都道府県全ての地方連合金属部門連絡会を設置
できたことから、2012年度は金属労協加盟産別の協力を得なが
ら、地方連合金属部門における活動の充実を図ります。
　金属労協では従来から、ものづくりの技術・技能の継承・育
成と質の高い労働力維持のため、「良質な雇用」の創出を掲げ、
長期安定雇用を基本としつつ、非正規労働者については、受け
入れに伴う労使協議の充実と非正規労働者の総合的な労働条
件の改善に取り組んできました。組織委員会では、非正規労働
者の実態把握に努めるとともに、各産別の組織化についても情
報交換してきましたが、今後はものづくり現場における雇用に
ついて、法改正の動向も見ながら、産別ごとの状況把握に一層

努めつつ、非正規労働者の組織化などの諸課題について情報
交換を進めます。
　あわせて、広報活動についてもグローバルな労働運動の情報
共有化を図るとともに、日本からの情報発信も行えるよう、ホー
ムページなど情報発信ツールの改善を図ります。
　労働リーダーシップコースについては、カリキュラムの充実な
ど一層の運営体制の改善を図り、金属ものづくり労働運動の次
代を担うリーダー育成に努めます。
　さらに、金属労働運動への女性の参画促進、国際会議に積極
的に対応可能な女性リーダーの育成をめざし、女性連絡会議等
の充実を図るとともに、「金属労協女性参画中期目標・行動計画」
に沿って、各種会議や集会への女性の参加率向上や、必要に応
じて機関会議に女性枠を設けるなどの取り組みを推進します。

（１）連合金属部門連絡会の運営強化サポート
①中央レベルでの金属部門活動の充実
　中央レベルで開催する連合金属部門連絡会については、
金属労協として、引き続き、事務局機能を高めつつ、連合金
属部門の活動強化に協力していきます。産別書記長・事務局
長を構成メンバーとする金属部門連絡会では、連合の主要な
政策課題について、早い段階において、民間・ものづくり・金
属の立場から自由な意見・討議を行い、その政策理念が連合
の政策に盛り込まれるように、定期的に協議を行います。ま
た、その内容を、地方連合金属部門連絡会にも的確に伝達す

４ ■  組織強化への対応とより効率的な運動の構築
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ることで、中央と地方が一体となった金属部門連絡会の強化
を推進していきます。
②地方連合金属部門連絡会の活動サポート
　金属労協として、地方連合の金属部門における体制整備
に向けたサポート活動を進めてきましたが、2011年度におい
ては、沖縄を除く全ての都道府県で地方連合金属部門連絡
会を設置することができたため、2012年度は地方連合金属部
門連絡会の質的充実に向けたサポートを行います。
　2012年度においては以下の活動へのサポートを、ＪＣ地方
ブロックを通じて取り組みます。
・地方連合における金属部門連絡会の定期開催に努めます。
・春季生活闘争や最低賃金の取り組みなどの情報交換を
さらに密にします。
・各県の状況に応じて、地方連合金属部門連絡会として、
民間・ものづくり・金属の立場からの政策課題について
論議し、各地方自治体に対する地方連合要求づくりへ
の反映に努めます。
・全ての地方連合金属部門連絡会の共通の取り組みとし
て、ものづくり教室の実施を各県の状況に合わせて推進
します。
・春闘研修会、安全衛生研修会など各県の特色を生かし
た研修会等を企画・推進します。

　金属労協として、地方ブロック代表者会議を定例開催する
なかで、地方連合金属部門連絡会の活動の充実に向けて、サ
ポートをしていきます。
　2012年度においては、各地方連合金属部門連絡会の活動
実態調査を実施し、情報交換・共有化を図ることで活動の充
実に向けた取り組みを行います。
　各地方連合金属部門連絡会の活動の質的充実に向けては、
金属労協組織委員会の場を通じて、各産別の理解・協力を
得ながら推進することとします。
　地方ブロック代表者会議を受けて、定期的にＪＣ地方ブ
ロックの県別代表者会議を開催し、ＪＣの運動方針を伝達す
るとともに、地方連合金属部門連絡会の活動状況を相互に報
告して、共通の課題や活動充実に向けた活動を推進します。

（２）非正規労働者の実態把握と新たな課題への対応
　金属労協は、組織委員会を中心に各構成産別における非正
規労働者の実態や組織化問題などについて様々な情報交換や
検討を行ってきました。2012年度においては、引き続き直接雇
用の非正規労働者の組織化への対応など、ものづくり産業にお
ける非正規労働者のあり方について、組織委員会の場を中心に
情報交換を進めます。

（３）次代を担う組合役員の育成と広報活動の強化
①労働リーダーシップコースの充実
　労働リーダーシップコースについては、カリキュラムの充
実など一層の運営体制の改善を図り、金属ものづくり労働運
動のリーダー育成に努めます。あわせて、民間・ものづくり・
金属という共通の基盤にたって、ゼミを中心にした話し合い
の場を設定し様々な課題を話し合うことで、次代のリーダー

を育成することの重要性を再認識しつつ、さらなる内容の充
実に向け取り組みます。
　2012年度は2012年１月11日～28日の期間、京都・関西セミ
ナーハウスで第43回コースを開催していきます。
②広報活動の強化
　2011年度は、金属労協紹介ツールの内、紹介パンフと紹介
ビデオについて本格的な改訂を行いました。2012年度にお
いては、活動紹介ツールの中で、最も重視されているホーム
ページの改善・充実に向けて、タイムリーな更新体制の確立
などを中心に取り組みます。
　また、ＩＭＦ本部が発行する「メタルワールド」やニュース
の邦文訳をホームページでタイムリーに掲載し、インターネッ
トやメールを活用した情報の発信など、共有化のさらなる促
進を図ります。金属労協が発行する機関誌・紙については、
2011年度より機関誌を年２回発行体制にするなど発行頻度に
ついても変更を行いましたが、2012年度は更なる内容の充実
に向けて見直しを図ります。

（４）金属労協諸活動への女性参画の促進
　ＩＭＦアクションプログラムの実践の観点および、2010年度に
策定された「金属労協女性参画中期目標・行動計画」を踏まえ、
2012年度は、金属労協が実施する定期大会、協議委員会、各種
シンポジウム研修等への女性の参加をさらに促進していきます。
　具体的には、2012年度の女性参画目標として、定期大会や協
議委員会など機関会議への女性代議員の出席を向上（代議員
の１割以上を目標）すべく、加盟産別にも引き続き協力を要請し
ます。さらに、金属労協主催の各種シンポジウムや研修、ＩＭＦ
主催の国際会議などへの参加者についても、女性比率の向上を
図るべく取り組みます。また、専門委員会や担当者会議につい
ても女性ゼロの委員会、会議をなくすべく継続して努力します。
あわせて、「中期目標および行動計画」の提言内容を、随時運
動方針に反映していきます。

（５）将来に向けた財政基盤の確立
　財政基盤の確立に関しては、2007年９月の第46回定期大会
で確認された「07中期財政施策」に基づき、活動のスクラップ・
アンド・ビルドを大胆に進めることで、より効率的な組織運営と
単年度収支の改善を図ってきました。
　2010年９月に設置した組織運営検討委員会では、金属労協
の果たす役割と責任を明確にし、より効率的な組織運営による
機能強化をめざして検討を進めています。
　こうした中で、会費については、連合会費の値上げや組合員
の減少に伴う産別の財政悪化を勘案し、活動の見直しや業務の
効率化、金属労協と産別との役割分担の見直しを前提に、2012
年１月から先行して改定（値下げ）することとしました。
　組織運営検討委員会では、効率的な国際労働運動の確立、
その基盤となる国内活動におけるＪＣ共闘、最低賃金の取り組
み、政策提言、リーダー教育のあり方など、大産別としての金
属労協が果たす役割と機能に関し検討を進め、次回第51回定
期大会において、将来に向けた財政基盤確立のあり方について、
提案していきます。
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